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　市指定避難所については、ある一定の規模を持った施設であり、ある程度の期間中滞在できる施設を市指定避難所とし
ているため、耐震診断を実施し、施設の安全性を確保する必要があり、必要性は高い。

　耐震診断を行うことで、市指定避難施設の安全度が確認でき、有効性は高い。

　市指定避難所の耐震性の確保と見直しを行う上で、耐震診断は必要であり、それらに係る経費は必要不可欠であることか
ら、診断対象施設を拠点避難所などを優先実施することで効率性を保ちたい。
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昭和５６年（旧建築基準法）による施設の耐震診断を行い、市指定
避難所の耐震性の確保と避難所の見直しを行う。
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　地域防災計画で指定する市指定避難所のうち、住民自治協議
会単位で設置する拠点避難所で耐震性が不明な施設につい
て、耐震診断を実施する。

市指定避難所のなかで、昭和５６年（旧建築基準法）による
施設の耐震診断を行う。
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